
第１８回 ＪＲ可部線活性化協議会 

 

 

日 時：平成２９年３月２３日（木）１４:００～ 

場 所：大手町平和ビル５階小会議室 

 

 

議 事 次 第 

 

１  開  会 

 

 

２  議  題 

⑴ 第１号議案 

平成２７年度決算について               【資料 1】 

 

⑵ 第２号議案 

平成２９年度予算について               【資料 2】 

 

⑶ 第３号議案 

ＪＲ可部線活性化協議会規約の改定について              【資料 3】 

 

 

３ ＪＲ可部線輸送改善事業の取組状況について   【資料 4】  

 

 

４ その他・意見交換                                           

 

 

５  閉 会 



第１８回 ＪＲ可部線活性化協議会  配席図 

（大手町平和ビル５階小会議室）              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

随行員席 

西日本旅客鉄道㈱ 

広島支社企画課 

田部  委員 

 

中国運輸局企画観光部 

交通企画課 

北川  オブザーバー 

 

 
中国運輸局鉄道部 

計画課 

丹下 オブザーバー 

（代理：舘計画係長） 

 

広島電鉄㈱交通政策本部 

交通政策部交通政策課 

佐伯  委員 

 

広島電鉄㈱バス事業本部 

バス企画部業務課 

大上  委員 

広
島
市
道
路
交
通
局 

都
市
交
通
部 

淀
川 

事務局 

広
島
市
道
路
交
通
局 

都
市
交
通
部 

重
坪 

広島市安佐南区 

市民部 地域起こし推進課

國兼  委員（欠席） 

 

 

 

広
島
市
道
路
交
通
局 

都
市
交
通
部 

品
川 

 

会
長 

広島市道路交通局 

都市交通部 

藤田  委員 

広島市安佐北区 

市民部 地域起こし推進課 

武善  委員 

（代理：森沢主幹） 

 

広
島
市
道
路
交
通
局 

都
市
交
通
部 

岡
田 

 

副
会
長 

入 

口 

広島交通㈱営業部 

次長 

寺本  委員 



平成２８年度 

第１号議案 

 

ＪＲ可部線活性化協議会 平成２７年度決算について 

 

ＪＲ可部線活性化協議会財務規程第９条第１項により、下記のとおり、決算書を調

製する。 

ＪＲ可部線活性化協議会    

会長 品川 弘司 

平成 27年度 決算書 

歳入 

款 項 目 内容 

１ 負担金 

500,999,587円 

749,200,000円 

１ 負担金 

500,999,587円 

749,200,000円 

１ 負担金 

500,999,587円 

749,200,000円 

広島市等負担金 

上段：Ｈ26年度からの繰越金 

下段：Ｈ27年度分 

２ 補助金 

232,000,000円

340,000,000円 

２ 補助金 

232,000,000円

340,000,000円 

２ 補助金 

232,000,000円

340,000,000円 

国庫補助金 

上段：Ｈ26年度からの繰越金 

下段：Ｈ27年度分 

小計 

732,999,587円 

1,089,200,000円 

小計 

732,999,587円 

1,089,200,000円 

小計 

732,999,587円 

1,089,200,000円 

 

上段：Ｈ26年度からの繰越金 

下段：Ｈ27年度分 

合計 

1,822,199,587円 

合計 

1,822,199,587円 

合計 

1,822,199,587円 

 

 

歳出 

款 項 目 内容 

１ 事業費 

962,894,193円 

１ 事業費 

962,894,193円 

１ 事業費 

962,894,193円 

 

合計 

962,894,193円 

合計 

962,894,193円 

合計 

962,894,193円 

未執行額※ 

859,305,394円 

 

※未執行額の内訳 

未執行額(a) 翌年度繰越額(b) 不用額(c)=(a-b) 備考 

859,305,394円 859,305,394円 0円  

 

 

資料 1 



 
 

平成２８年度 

第２号議案 

 

 

 
 

ＪＲ可部線活性化協議会 平成２９年度予算について 

 

ＪＲ可部線活性化協議会財務規程第２条第２項により、下記のとおり予算書を調製

する。 

 

 

ＪＲ可部線活性化協議会    

会長 品川 弘司 

 

平成 29年度 予算書 

歳入 

款 項 目 内 容 

１ 負担金 

108,584,000円 

0円 

１ 負担金 

108,584,000円 

0円 

１ 負担金 

108,584,000円 

0円 

広島市等負担金 

上段：Ｈ28年度からの繰越金 

下段：Ｈ29年度分 

２ 補助金 

49,000,000円 

0円 

２ 補助金 

49,000,000円 

0円 

２ 補助金 

49,000,000円 

0円 

国庫補助金 

上段：Ｈ28年度からの繰越金 

下段：Ｈ29年度分 

小計 

157,584,000円 

0円 

小計 

157,584,000円 

0円 

小計 

157,584,000円 

0円 

 

上段：Ｈ28年度からの繰越金 

下段：Ｈ29年度分 

合計 

157,584,000円 

合計 

157,584,000円 

合計 

157,584,000円 

 

 

 

歳出 

款 項 目 内 容 

 事業費 

157,584,000円 

 事業費 

157,584,000円 

 事業費 

157,584,000円 
電化延伸：工事 

 

 

 

資料２ 



ＪＲ可部線活性化協議会規約 

平成２０年９月１２日 

改正 平成２２年１月２０日 

平成２２年４月 １日 

平成２４年４月 １日 

平成２６年４月 １日 

平成２８年４月 １日 

 

（目的） 

第１条 ＪＲ可部線活性化協議会（以下「協議会」という。）は、地域公共交通の

活性化及び再生に関する法律（平成１９年法律第５９号。以下「法」という。）

第６条第１項の規定に基づき、ＪＲ可部線活性化連携計画（以下「連携計画」と

いう。）の作成に関する協議及び連携計画の実施に係る連絡調整を行うため設置

する。 

 

 （事務所） 

第２条 協議会は、事務所を広島県広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号広島市役

所内に置く。 

 

（事業） 

第３条 協議会は、第１条の目的を達成するため、次の業務を行う。 

(1) 連携計画の策定及び変更の協議に関すること。 

(2) 連携計画の実施に係る連絡調整に関すること。 

(3) 連携計画に位置づけられた事業の実施に関すること。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、当協議会の目的を達成するために必要なこと。 

 

 （組織） 

第４条 協議会は、別表１に掲げる委員及びオブザーバーをもって組織する。 

２ 協議会には、会長及び副会長１人を置く。 

 

 （会長及び副会長） 

第５条 会長は、広島市道路交通局都市交通部長をもって充てる。 

２ 会長は、協議会を代表し、その会務を総理する。 

３ 副会長は、広島市道路交通局都市交通部交通対策担当課長をもって充てる。 

４ 副会長は、会長を補佐して協議会の業務を掌理し、会長に事故があるとき又は会

長が欠けたときは、会長の職務を代理する。 

平成２８年度 

第３号議案 

旧 
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ＪＲ可部線活性化協議会規約 

平成２０年９月１２日 

改正 平成２２年１月２０日 

平成２２年４月 １日 

平成２４年４月 １日 

平成２６年４月 １日 

平成２８年４月 １日 

平成２９年４月 １日 

（目的） 
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いう。）の作成に関する協議及び連携計画の実施に係る連絡調整を行うため設置
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 （事務所） 

第２条 協議会は、事務所を広島県広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号広島市役

所内に置く。 

 

（事業） 

第３条 協議会は、第１条の目的を達成するため、次の業務を行う。 

(1) 連携計画の策定及び変更の協議に関すること。 

(2) 連携計画の実施に係る連絡調整に関すること。 

(3) 連携計画に位置づけられた事業の実施に関すること。 

(4) 前３号に掲げるもののほか、当協議会の目的を達成するために必要なこと。 

 

 （組織） 

第４条 協議会は、別表１に掲げる委員及びオブザーバーをもって組織する。 

２ 協議会には、会長及び副会長１人を置く。 

 

 （会長及び副会長） 

第５条 会長は、広島市道路交通局都市交通部長をもって充てる。 

２ 会長は、協議会を代表し、その会務を総理する。 

３ 副会長は、広島市道路交通局都市交通部交通対策担当課長をもって充てる。 

４ 副会長は、会長を補佐して協議会の業務を掌理し、会長に事故があるとき又は会

長が欠けたときは、会長の職務を代理する。 

新 資料３ 
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（会議） 

第６条 協議会の会議（以下｢会議｣という。）は、会長が招集し、会長が議長とな

る。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ、開くことができない。 

３ 委員は、都合により会議を欠席する場合、代理の者を出席させることができるこ

ととし、あらかじめ会長に代理の者の氏名等を報告することにより、その代理の

者の出席をもって当該委員の出席とみなす。 

４ 会議の議決方法は会議出席委員全員の賛成を以って決することとする。 

５ 会議は原則として公開とする。ただし、会議を公開することにより公正かつ円滑

な議事運営に支障が生じると認められる協議については、非公開で行うものとす

る。 

６ 協議会は、必要があると認めるときは、会員以外の者に対して、資料を提出さ

せ、又は会議への出席を依頼し、助言等を求めることができる。  

７ 前６項に定めるもののほか、会議の運営に関し必要な事項は、会長が別に定め

る。 

 

 (協議結果の尊重義務) 

第７条 協議会で協議が整った事項については、協議会の構成員はその協議結果を

尊重しなければならない。 

 

（事務局） 

第８条 協議会の業務を処理するため、協議会に事務局を置く。 

２ 事務局は、広島市道路交通局都市交通部内に置く。 

３ 事務局に事務局長、事務局員を置き、会長が定めた者をもって充てる。 

４ 事務局に関し必要な事項は、会長が別に定める。 

 

（財産の移管） 

第９条 協議会は、幹線鉄道等活性化事業費補助を受けて実施する事業(以下｢補助

事業｣という。)により取得した財産について、あらかじめ補助事業の開始前に、

当該財産の管理を行う者及び補助事業に要する費用の負担を行う者と協議して定

めるところにより、当該財産の管理を行うものに移管するものとする。 

 

（監査） 

第１０条 監査委員は、広島市道路交通局都市交通部公共交通計画担当課長をもっ

て充てる。 

２ 協議会の出納監査は、監査委員によって行う。 

３ 監査委員は、監査の結果を会長に報告しなければならない。 

 

（財務に関する事項） 

第１１条 協議会の予算編成、現金の出納その他財務に関し必要な事項は、会長が

別に定める。 
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めるところにより、当該財産の管理を行うものに移管するものとする。 

 

（監査） 

第１０条 監査委員は、広島市道路交通局都市交通部公共交通計画担当課長をもっ

て充てる。 

２ 協議会の出納監査は、監査委員によって行う。 
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 （協議会が解散した場合の措置） 

第１２条 協議会が解散した場合には、協議会の収支は、解散の日をもって打

ち切り、会長であった者がこれを決算する。 

  

（委任） 

第１３条 この規約に定めるもののほか、協議会の事務の運営上必要な細則は、会

長が別に定める。 

 

附 則 

この規約は、平成２０年９月１２日から施行する。 

 

附 則 

この規約の一部改定は、平成２２年１月２０日から施行する。 

 

附 則 

この規約の一部改定は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規約の一部改定は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規約の一部改定は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規約の一部改定は、平成２８年４月１日から施行する。 
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（協議会が解散した場合の措置） 

第１２条 協議会が解散した場合には、協議会の収支は、解散の日をもって打

ち切り、会長であった者がこれを決算する。 

  

（委任） 

第１３条 この規約に定めるもののほか、協議会の事務の運営上必要な細則は、会

長が別に定める。 

 

附 則 

この規約は、平成２０年９月１２日から施行する。 

 

附 則 

この規約の一部改定は、平成２２年１月２０日から施行する。 

 

附 則 

この規約の一部改定は、平成２２年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規約の一部改定は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規約の一部改定は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規約の一部改定は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この規約の一部改定は、平成２９年４月１日から施行する。 

 

 



別表１（第４条関係） 

 

（協議会委員） 

団体 所属・職名 

西日本旅客鉄道株式会社  広島支社 企画課担当課長  

広島電鉄株式会社 経営企画本部 経営企画部 交通政策課長 

バス事業本部 バス企画部 業務課長 

広島交通株式会社  営業部 次長 

広島市 道路交通局 都市交通部長 

道路交通局 都市交通部 公共交通計画担当課長 

道路交通局 都市交通部 交通対策担当課長  

安佐南区 市民部 地域起こし推進課長 

安佐北区 市民部 地域起こし推進課長 

 

（オブザーバー） 

団体 所属・職名 

国土交通省  

 

中国運輸局 企画観光部 交通企画課長 

中国運輸局 鉄道部 計画課長 
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別表１（第４条関係） 

 

（協議会委員） 

団体 所属・職名 

西日本旅客鉄道株式会社  広島支社 企画課担当課長  

広島電鉄株式会社 交通政策本部 交通政策部 交通政策課長 

バス事業本部 バス企画部 業務課長 

広島交通株式会社  営業部 次長 

広島市 道路交通局 都市交通部長 

道路交通局 都市交通部 公共交通計画担当課長 

道路交通局 都市交通部 交通対策担当課長  

安佐南区 市民部 地域起こし推進課長 

安佐北区 市民部 地域起こし推進課長 

 

（オブザーバー） 

団体 所属・職名 

国土交通省  

 

中国運輸局 企画観光部 交通企画課長 

中国運輸局 鉄道部 計画課長 
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資料４ 

ＪＲ可部線活性化事業の取組状況（写真） 

 

  

 

写真１ ＪＲ可部線可部駅・あき亀山駅間開業記念式典 テープカットの様子 

 

 

写真２ あき亀山駅遠景 



  

 

写真３ あき亀山駅及び駅前広場 

 

写真４ あき亀山駅構内 



  

 

写真５ 河戸帆待川駅前コミュニティースペース 

 

写真６ 河戸帆待川駅（可部バイパスから望む） 



 

 

写真７ 可部駅自由通路 

 

写真８ 可部駅下り乗降場 


